第４号様式（第５条関係）
　

平塚市企業立地促進補助金　市内雇用創出助成適用申請書
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

　　（宛先）

　　　平塚市長
　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　商　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　　話

	事業所の名称
	

	事業所の所在地
	　平塚市

	市内雇用従業員数

（市内在住者）
	□ 新規雇用従業員
	□ 転入従業員

	
	　　　　　　　　　　　　　　人

　 　うち　２０歳未満          人
６５歳以上　　　　　  人　
　 　　　　障がい者　　　　　人
	
人

	操業開始年月日
	　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	添付書類

	□　施設整備助成適用承認通知書の写し

　　ただし、施設整備助成適用申請と同時申請の場合は不要
□　雇用保険被保険者資格取得等確認通知書等の写し
□　期間の定めのない労働契約によって雇用され１週間の所定労働時間が３５時間以上であることを証する雇用契約書等の写し

□　被雇用者の住民票の写し

	（備考）





平塚市企業立地促進補助金　市内雇用従業員名簿

	氏　　名
	住　　　　所
	種別
	市内雇用年月日
※新規雇用の場合は雇用契約日
転入の場合は転入日
	生年月日
	備　考

	
	平塚市
	□新規雇用
□転入
	
	
	

	
	平塚市
	□新規雇用
□転入
	
	
	

	
	平塚市
	□新規雇用
□転入
	
	
	

	
	平塚市
	□新規雇用
□転入
	
	
	

	
	平塚市
	□新規雇用
□転入
	
	
	

	
	平塚市
	□新規雇用
□転入
	
	
	

	
	平塚市
	□新規雇用
□転入
	
	
	

	
	平塚市
	□新規雇用
□転入
	
	
	

	
	平塚市
	□新規雇用
□転入
	
	
	

	
	平塚市
	□新規雇用
□転入
	
	
	

	
	平塚市
	□新規雇用
□転入
	
	
	

	
	平塚市
	□新規雇用
□転入
	
	
	

	
	平塚市
	□新規雇用
□転入
	
	
	

	
	平塚市
	□新規雇用
□転入
	
	
	

	
	平塚市
	□新規雇用
□転入
	
	
	


以下の内容を確認し、チェックを入れてください。
□　名簿に記載の従業員は、この補助金の対象となる事業所の新設等に伴い、新たに雇用及び転入をした従業員です。

※本市では、平成２３年７月１日から平塚市暴力団排除条例（以下「条例」という。）を施行しており、第３条、第５条に基本理念、市民及び事業者の役割を規定しています。これに則り第８条の規定により暴力団を排除しようとする場合において必要があると認めるときは、神奈川県警察本部長に意見を聴く場合があります。











